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問

「私たちのまち」の決算「私たちのまち」の決算
令
和
２
年
度

　
決
算
か
ら
み
る
町
の
財
政
事
情

令
和
２
年
度

　
決
算
か
ら
み
る
町
の
財
政
事
情

一
般
会
計
の
決
算

一般会計　予算現額　107億7,808万円

　

一
般
会
計
の
歳
入
は
、
前
年
度
に

比
べ
25
億
８
，２
２
２
万
円
増
加
し
、

１
０
３
億
１
，４
５
６
万
円
と
な
り
ま

し
た
。
こ
の
う
ち
主
な
財
源
で
あ
る

町
税
は
24
億
４
，５
７
５
万
円
で
し

た
。歳
出
は
、前
年
度
に
比
べ
22
億
４
，

３
６
７
万
円
増
加
し
、
95
億
９
，９
７

８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
歳
出
差
引
額
か
ら
翌
年
度
へ

繰
り
越
し
た
事
業
の
財
源
を
差
し
引

い
て
も
、
５
億
７
，９
５
５
万
円
の
黒

字
と
な
る
た
め
、
健
全
な
財
政
運
営

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

◆
歳
入
の
特
徴

【
町
税
】

　

町
の
主
要
財
源
で
あ
る
町

税
は
前
年
度
に
比
べ
１
，６

０
６
万
円
の
増
額
と
な
り
ま

し
た
。
固
定
資
産
税
は
、
新

築
家
屋
の
増
加
や
太
陽
光
発

電
施
設
建
設
等
に
よ
り
３
，

４
４
５
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

町
民
税
は
、
法
人
町
民
税
が

税
制
改
正
に
よ
る
税
率
引
き

下
げ
や
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
に

よ
り
、
法
人
税
割
、
均
等
割

と
も
に
減
少
し
、
３
，２
３

６
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

　

令
和
２
年
度
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
事

業
の
増
加
に
よ
り
、
過
去
最
高
の
予
算
額
と
な
り
ま
し
た
。

歳 出
95億9,978万円

翌年度財源
1億3,523万円

うち町税

歳 入 歳 出

24億4,575万円 95億9,978万円

103億1,456万円

5億7,955万円黒
字

【
繰
越
金
な
ど
】

　

ふ
る
さ
と
納
税
が
１
億

５
１
７
万
円
増
加
し
寄
附

金
は
２
億
３
，８
１
８
万

円
と
な
り
ま
し
た
。ま
た
、

前
年
度
ま
で
に
積
み
立
て

た
１
億
３
，０
２
２
万
円

を
取
り
崩
し
、
高
齢
者
や

子
育
て
、
教
育
支
援
な
ど

様
々
な
事
業
に
活
用
し
ま

し
た
。

【
国
県
支
出
金
】

　

特
別
定
額
給
付
金
事
業

費
補
助
金
、
新
型
コ
ロ
ナ

対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付

金
が
増
加
し
ま
し
た
。

◆
歳
出
の
特
徴

　

令
和
２
年
度
は
防
災
・

災
害
対
応
力
の
強
化
を
図

る
と
と
も
に
、
新
型
コ
ロ

ナ
対
策
を
積
極
的
に
実
施

し
ま
し
た
。

【
投
資
的
経
費
】

　

防
災
対
策
と
し
て
、
河

川
改
修
、防
災
ス
テ
ー
シ
ョ

ン
整
備
、
ふ
れ
あ
い
セ
ン

タ
ー
ふ
じ
み
外
壁
改
修
、

清
泉
荘
床
改
修
な
ど
を
行

い
ま
し
た
。
富
士
見
駅
北

通
り
線
整
備
は
継
続
し
て

工
事
を
行
い
ま
し
た
。

　

台
風
な
ど
に
よ
る
災
害

は
な
く
、
前
年
度
ま
で
の

災
害
復
旧
は
完
了
し
ま
し

た
。

【
補
助
費
等
】

　

国
の
新
型
コ
ロ
ナ
対
策

で
あ
る
特
別
定
額
給
付
金

が
14
億
４
，０
３
０
万
円
と

割
合
が
多
く
、
町
独
自
の

事
業
と
し
て
は
、
持
続
化

給
付
金
追
加
支
援
事
業
や

応
援
振
興
券
事
業
を
行
い

ま
し
た
。

　

ま
た
、
令
和
３
年
10
月

に
開
所
し
た
諏
訪
南
リ
サ

イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー
建
設
に

伴
う
負
担
金
が
増
加
と
な

り
ま
し
た
。

【
物
件
費
】

　

二
大
観
光
施
設
の
無
料

開
放
な
ど
の
誘
客
事
業
、

工
業
オ
ン
ラ
イ
ン
展
示
会

事
業
、
感
染
対
策
物
品
の

購
入
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

固定資産税
15億2,221万円

人件費
13億9,655万円

扶助費
6億4,357万円

公債費
5億4,281万円

普通建設事業費
7億5,679万円

義務的経費
27%

その他の経費
65%

投資的経費
8%

補助費等
34億6,935万円

物件費
15億3,265万円

繰出金
5億8,742万円

その他
6億7,064万円

町民税
7億8,851万円

繰越金など
15億8,808万円

地方交付税
22億1,840万円

国県支出金
28億7,132万円

交付金など
5億5,832万円

町債
6億3,269万円

【依存財源】
62億8,073万円

60.9%

【自主財源】
40億3,383万円

39.1%

その他の税
1億3,503万円

歳 入
103億1,456万円

町税
24億4,575万円
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◆主な事業◆主な事業

◆特別会計・公営企業会計の決算状況◆特別会計・公営企業会計の決算状況

特別会計の決算
会　計　名 歳入 歳出

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
観光施設貸付事業特別会計
富士見財産区特別会計
本郷・落合・境財産区特別会計
乙事財産区特別会計

18億749万円
2億1,462万円
3億4,456万円
1,133万円
4億825万円
918万円

14億5,784万円
2億1,095万円
3億2,875万円

744万円
4億554万円
423万円

公営企業会計の決算
会　計　名 収入 支出

水道事業会計

下水道事業会計

収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

6億5,027万円
971万円

12億7,655万円
2億2,107万円

5億3,469万円
4億3,701万円
9億1,159万円
8億6,628万円

目的別
経費内訳

道路維持修繕事業
攻めの誘客事業
GIGAスクール環境整備事業
財政調整基金積立金
福祉医療費給付事業
防災施設整備事業
都市計画道路整備事業
住宅リフォーム支援事業
移住・定住促進事業

1億814万円
9,984万円
9,186万円
8,568万円
8,160万円
6,516万円
5,701万円
5,643万円
4,867万円

特別定額給付金給付事業
商工振興事業補助金
自立支援給付事業
ふるさとみらい基金積立金
ふるさとみらい寄附金事業
河川改修事業
事業者・町民応援振興券事業
諏訪南行政事務組合負担金
持続化給付金追加支援事業

14億4,940万円
2億4,666万円
2億2,390万円
2億994万円
1億2,112万円
1億7,275万円
1億4,308万円
1億2,048万円
1億1,708万円

総務費

民生費
土木費
教育費
商工費

農林水産業費
諸支出金
公債費
衛生費
消防費
議会費ほか

一般事務経費
（他の費目に当てはまらないもの）
児童福祉、高齢者福祉、障がい者福祉
道路や河川、都市計画整備
学校教育、社会教育の充実
商工業の振興や観光宣伝、観光施設の整備
農業の振興や農道、水路の整備
基金へ積立など
借入金の返済
健康づくりや疾病予防、ごみ処理の経費
消防活動や救急
議会活動の経費など

★総合福祉（社会福祉協議会助成など） 5,346万円 （1,114万円）
★医療（国民健康保険、福祉医療費など） 5億3,689万円 （4億2,518万円）
★介護・高齢者福祉（介護保険、介護予防など） 4億2,560万円 （3億　696万円）
★子ども・子育て（保育所運営、児童手当など） 7億　754万円 （4億1,602万円）
★障がい者福祉（自立支援など） 2億9,442万円 （9,652万円）
★貧困・格差対策等（生活保護など） 275万円 （100万円）
　※（ ）内は事業費のうち国や県からの補助金などの財源を除いた一般財源分

引上げ分の地方消費税（1億7,490万円）は以下の社会保障施策の財源に充てました

総務費
25億6,522万円

民生費
20億3,055万円

土木費
11億2,080万円

教育費
7億5,835万円

商工費
8億2,073万円

農林水産業費
4億9,145万円

諸支出金
2億9,686万円

公債費
5億4,281万円 衛生費

6億1,296万円

消防費
2億8,676万円

議会費ほか
7,329万円
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一般会計
水道事業会計
下水道事業会計

54億8,883万円
4億2,807万円
48億1,773万円

6億3,269万円

1億  350万円

5億1,886万円
8,621万円

7億   192万円

2,395万円
1,295万円

1億1,013万円

56億   266万円
3億4,186万円
42億1,932万円

令和元年度末 令和２年度中 令和２年度末
残高 借入額 元金償還額 利子償還額 残高区分

－

指標 内容 比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

一般会計等の
実質赤字額の割合

すべての会計の
実質赤字額の割合

公債費及び公債費に準じた
経費が占める割合

一般会計等が将来負担
すべき負債の割合

公営企業会計ごとの
資金不足の割合

4.0%

14.86%

19.86%

25.0%

350.0%

20.0%

20.00%

30.00%

35.0%

財政再生
基準

早期健全化
基準

※「－」は比率が生じていないことを示しています。

－

－

－

－

特定目的基金 減債基金 財政調整基金

14.6 15.6

5.8 5.8

12.8
13.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

R元
34.8億円

14.8

5.8

14.0

R2
34.6億円

H30
33.2億円

40.0
（単位：億円）

基金の残高 ◆
基
金
の
状
況

　

町
の
貯
金
で
あ
る
基
金
の
状
況
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。
主
な
も
の
と
し
て
、
財
政

調
整
基
金
と
減
債
基
金
が
あ
り
ま
す
。
財

政
調
整
基
金
は
、
災
害
な
ど
〝
い
ざ
〞
と

い
う
時
や
ま
ち
の
づ
く
り
の
た
め
の
貯
え

と
な
り
ま
す
。
減
債
基
金
は
借
入
返
済
の

た
め
の
も
の
で
す
。

　

例
年
、
そ
の
年
の
財
政
状
況
を
勘
案
し

て
、
取
崩
と
積
立
を
行
っ
て
い
ま
す
。
昨

年
度
か
ら
引
き
続
き
、
都
市
計
画
道
路
整

備
の
不
足
財
源
を
賄
う
た
め
財
政
調
整
基

金
を
取
り
崩
し
ま
し
た
。

　

特
定
目
的
基
金
は
、
特
定
の
事
業
を
行

う
た
め
の
基
金
で
、
ふ
る
さ
と
み
ら
い
基

金
や
義
務
教
育
施
設
整
備
基
金
な
ど
が
あ

り
ま
す
。

昨
年
度
に
引
き
続
き
、

　
財
政
調
整
基
金
を
取
り
崩
し
ま
し
た
。

◆
財
政
指
標
の
状
況

　
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る

法
律
」
に
基
づ
き
算
定
し
た
、
健
全
化
判
断
比
率

と
資
金
不
足
比
率
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
「
早
期
健
全
化
」
と
「
財
政
再
生
」
の
２
段
階

の
基
準
に
よ
っ
て
自
治
体
の
財
政
悪
化
を
チ
ェ
ッ

ク
す
る
と
と
も
に
、
国
保
会
計
や
上
下
水
道
会
計
、

第
三
セ
ク
タ
ー
な
ど
も
含
め
て
、
自
治
体
の
財
政

状
況
を
明
ら
か
に
す
る
も
の
で
す
。

　

い
ず
れ
の
指
標
も
基
準
を
超
え
る
と
財
政
が
悪

化
し
て
い
る
と
判
断
さ
れ
ま
す
が
、
富
士
見
町
で

は
す
べ
て
の
指
標
に
つ
い
て
基
準
に
は
達
し
て
お

ら
ず
、
健
全
な
財
政
が
保
た
れ
て
い
ま
す
。

す
べ
て
の
指
標
に
お
い
て

　
健
全
な
財
政
が
保
た
れ
て
い
ま
す
。

◆
借
入
金
の
返
済
額
・
残
高

　

一
般
会
計
で
は
、
新
た
に
６
億
３
，２
６

９
万
円
の
借
入
を
行
い
ま
し
た
。
防
災
減
災

対
策
を
推
進
す
る
た
め
、
切
掛
川
な
ど
の
河

川
改
修
や
防
災
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
の
防
災

施
設
整
備
、
避
難
所
と
な
る
施
設
へ
の
空
調

設
置
や
ト
イ
レ
改
修
の
財
源
と
し
て
活
用
し

ま
し
た
。
残
高
は
増
加
し
ま
し
た
が
、
借
入

金
の
返
済
に
対
し
て
国
か
ら
の
普
通
交
付
税

に
よ
り
大
部
分
が
補
て
ん
さ
れ
る
た
め
、
健

全
な
財
政
運
営
が
継
続
で
き
ま
す
。

　

下
水
道
事
業
会
計
で
は
、
流
域
下
水
道
の

終
末
処
理
場
建
設
負
担
分
、
公
共
下
水
道
の

自
然
流
下
方
式
へ
の
移
設
工
事
に
お
い
て
借

入
を
行
い
ま
し
た
が
、
一
般
会
計
と
同
様
に

補
て
ん
さ
れ
ま
す
。

元金残高 借入額 返済額

54.0

54.5

55.0

55.5

56.0

R元 R2H30

56.5

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

現在高（億円） 借入額・返済額（億円）

一般会計　町債残高の推移
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